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はじめに
現行の国際貿易秩序の特徴の一つとして，自由貿易協定（FTA）を主とした地域的貿
易協定の急増と地域主義（リージョナリズム）の台頭がある。北米自由貿易協定
（NAFTA）や欧州連合（EU），東南アジア諸国連合（ASEAN），ならびに近年話題の環
太平洋経済連携協定（TPP: Trans Pacific Partnership）などは，その象徴といえる。新
興国（BRICs）や途上国を巻き込んだ各国の FTA 交渉も年々，活発化している。経済の
グローバル化の進行に伴う国際的分業の深化は，地域主義を基盤とした地域的分業の発展
として，より積極的に立ち現われている。そのため，その具体的な分業構造の解明や地域
的分業枠組みの組織化過程に関する分析は，国際貿易論における新たな重要研究課題に
なっている。
そのうえ，先進国・途上国間の利害衝突で世界貿易機関（WTO）における多角的貿易
秩序の構築が遅々として進まず，他方，利害関係を共有する二国間や地域間で地域的貿易
協定を締結した方が短期間で交渉成果があがっている現況を考慮すると，今後も地域主義
化の趨勢は続くといえる。
本稿は，かかる潮流下，とりわけ力動的な組織化が展開されている米州地域に焦点を当
てて，諸機構の内容を確認した上でその形成過程の特徴の一端を明らかにするものであ
る。当該分野の先行研究では NAFTA や南米南部共同市場（Mercosur: Mercado Común 
del Sur）などを中心に個別に分析されており，多方面からの実証分析が蓄積されている。
それらを総合的に検討することで，個々の諸機構に関する立体的な把握が徐々に可能に
なってきた（1）。本研究はこれらの延長線上にあるが，米州地域の組織化過程を検討する上
（1） NAFTA に関しては，例えば国内研究では，メキシコの産業発展パターンを NAFTA との関連上で検討し
た，所康弘『北米地域統合と途上国経済』西田書店，2009年。また，北米の地域的分業構造および米国経
済に NAFTA が与えた影響を分析した，所康弘「アメリカの対外経済関係と NAFTA」松下冽・藤田和子
編『新自由主義に揺れるグローバル・サウス』ミネルヴァ書房，2012年。国外研究では，メキシコのマク
ロ経済パフォーマンスと NAFTA の関係を論じた，Enrique Dussel Peters, El Tratado de Libre Comercio 
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で肝要なことは，域内覇権国である米国とそれと距離を置く国々との間で展開される米州
貿易秩序の再編を巡る国際政治経済的な角逐が，その礎石となっていることである。本稿
ではこの点に注目しながら論を進めつつ，各々の組織化の試みへの評価と位置づけを巡る
論点を提起する。
以降，第１章でこれまでの地域的分業論の議論と組織化の歴史的流れ（1950～60年代）
に関する先行研究を概観する。第２章で地域的分業の形態が「開かれた」地域主義へと変
化した時期（1980～90年代）の状況を，米国との対外関係という外的要因との関連を重視
して整理する。第３章でその後の米州貿易秩序の再編（主に2000年代以降）の現況と特徴
を考察する。第４章で Mercosur の域内大国ブラジルの「進歩的」で「中道左派」と評さ
れる2000年代以降の経済開発戦略をどう把握すべきかについて，ペトラス（J. Petras）の
議論を取り上げ，一つの批判的視座を紹介する。最後にこの貿易秩序再編の試みが現行の
国際貿易（論）に提起している理論的課題に触れ，まとめとする。
１．地域的分業論のこれまでの諸議論
１－１．地域的経済統合論と貿易
地域的経済統合の経済効果に関しては，域内関税撤廃・削減で域内国間の貿易と経済厚
生に直接影響を与える静態的効果（static effect）と域内国の生産性上昇と資本蓄積が促
進される動態的効果（dynamic effect）の二つに分類して考えられている。静態的効果の
先駆的研究を行ったヴァイナー（J. Viner）は，関税同盟における経済効果を「貿易創出
効果」と「貿易転換効果」に区別し，前者は関税撤廃効果によって域内で新たな貿易が生
じる地域内分業体系のことであり，後者は非域内国からの貿易が域内国に転換することだ
と論じた（2）。この場合，貿易転換効果によって地域外分業体系にも影響を及ぼすことにな
り，仮に第三国が損失を蒙ってしまうことがあると，地域的経済統合は域内と域外の双方
de Norteamérica y el Desempeño de la Economía en México, CEPAL, 2000.
　　　Mercosur に関しては，国内研究では，貿易・投資動向および域内分業を検証した，田中祐二「メルコスル
と地域主義の性格」田中祐二・中本悟編『地域共同体とグローバリゼーション』晃洋書房，2010年。谷口
真理「南米地域統合―現状整理とブラジルの位置づけ」『アジ研ワールドトレンド』アジア経済研究所，
2008年。鶴田理恵「国際経済のグローバリゼーションと MERCOSUR の地域主義」『四日市大学論集』，
2009年など。また，国際通貨制度の観点から南米共通通貨や域内決済システムを検討した，松井謙一郎「メ
ルコスルの通貨制度を考える視点」『国際経済金融論考』国際通貨研究所，2010年。機構の制度設計（紛争
解決取り決め，常設仲介裁判所の設置，同一議会創設）に焦点を当てた研究や南米市場統合の物的基盤整
備である大陸インフラ統合を取り上げた研究は，堀坂浩太郎「南米地域インフラ統合計画」『イベロアメリ
カ研究』上智大学イベロアメリカ研究所，2005年，などがある。また，国外研究では，メルコスールの起
源や動因をブラジルとアルゼンチンの1980～90年代初頭の外交・政治関係から明らかにした，Gian Luca 
Gardini, The Origins of MERCOSUR: Democracy and Regionalization in South America, Palgrave, 2012. 
同機構が整備している新制度，例えば域内不均衡の是正を目指す構造的格差是正基金や国際通貨基金
（IMF）に代わる地域のインフラ整備・農業・金融戦略を強化する制度（Mercosur 開発銀行や家族農家基金）
の重要性を指摘した，Alfred Guerrera ed., Panorama Actual de la Integración: Latinoamericana y 
Caribeña, UNAM, 2012，などがある。
（2） Viner, Jacob, The Customs Union Issue, Garland Publishing. Reprint version 1983. Originally published by 
Carnegie Endowment for International Peace, 1950.
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に対して必ずしもプラス効果を与えるものではないといえる（3）。同時に，より効率的で低
コストであった域外国に対する貿易障壁を相対的に高めることで，本来なら実現していた
域外からの輸出が域内からの輸出に転換されてしまったり，あるいは域内の高コスト生産
を存続させてしまうなど，結果的に域内国の経済厚生を悪化させる場合もある（4）。
一方，動態的効果の議論はバラッサ（B. Balassa）が提起した。これは，短期で直接的
な性質を持つ静態的効果とは別に，地域的経済統合による市場拡大は「規模の経済」を現
出させ，生産性向上に繋がるといった間接的な影響にも着目している。この生産効率の上
昇は域内国における期待収益率の上昇や不確実性の減少を通じ，国内投資増加や海外から
の資本流入が蓄積されて当該国の生産量の拡大に寄与するなど（投資創出効果），資本蓄
積に伴う経済成長効果が指摘されている（5）。また，広く知られたバラッサの地域的経済統
合の諸形態に関する議論として，発展段階論がある（6）。彼は統合段階を５段階に分けて定
義する。すなわち，統合度の低い順に，①自由貿易地域（加盟国間の関税と数量制限を撤
廃），②関税同盟（域内の貿易自由化と対外共通関税を設定），③共同市場（貿易制限の撤
廃と生産要素の移動を自由化），④経済同盟（共通市場に基づき加盟国間の経済政策もあ
る程度調整），⑤完全な経済統合（金融・財政などの経済政策を統一，超国家的意思決定
機関を創設）としている。
このバラッサの段階区分基準の妥当性に関しては批判的な議論もあるが（7），米州地域に
おいては1960年代から統合過程に一定の進展が見られるようになった。代表例として，
1961年にブラジル，メキシコなど11ヵ国が加盟し，自由貿易圏設立を目指したラテンアメ
リカ自由貿易連合（LAFTA: Latin American Free Trade Asociation）があげられる。
時を同じくして1960年に中米共同体（CACM: Central American Common Market），
1969年に LAFTA 内部にエクアドル，ボリビア，ペルー，コロンビアなどで結成するア
ンデス共同体（ANCOM: Andean Common Market）が設立された。こうして同地域では
地域的分業エリア拡大化の潮流（＝ LAFTA）と同時に，サブ・リージョナルな統合化の
潮流（＝ CACM，ANCOM）が併存する，重層的な統合過程が進展していった。
１－２．プレビッシュと構造学派（1950～60年代）
この時期の米州地域独自の分業の論理は，1960年代に市場の狭隘性を打破するための輸
入代替的な分業論であった。非耐久消費財と中間財の輸入代替段階から耐久消費財や資本
財を自国生産する第二次輸入代替工業化段階に移行するにつれて，顕在化した国内市場の
狭隘を解決するために広域な共同市場の創出が急務となったからである。
輸入代替工業化論は，1950～60年代に国連貿易開発会議（UNCTAD）で主導的役割を
担ったプレビッシュ（R. Prebish）やその流れを汲む国連ラテンアメリカ・カリブ海経済
（3） 梶田郎「RTA の経済効果」浦田秀次郎編『FTA ガイドブック』ジェトロ，2002年。経済産業省『経済白
書2003』を参照。
（4） Bhagwati, Jagdish, Free Trade Today, Princeton University Press, 2002.（北村行伸，妹尾美起訳『自由貿
易への道』ダイヤモンド社，2004年，110～114ページ）。
（5） 梶田郎，前掲書。経済産業省，前掲書。
（6） Balassa, Bela, The Theory of Economic Integration, Richard D. Irwin, 1961.
（7） J. ペルクスマン（田中素香訳）『EU 経済統合─深化と拡大の総合分析─』文眞堂，2004年，第１章を参照。
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委員会（CEPAL）の構造学派による貿易政策論・開発論（プレビッシュ＝シンガー命題）
が基盤となっている。同命題の骨子は，工業諸国の「開発」とラテンアメリカ一次産品輸
出国の「低
4
開発」は一対の関係であり，世界経済は「中心」である工業国と，「周辺」で
ある一次産品輸出国から構成される一つの歴史的総体だというものである。これはロスト
ウ（W. W. Rostow）の近代化論の考え方に対する批判でもあった（8）。すなわち周辺国は中
心国よりも段階的に発展が遅れているのであり，現行の先進国のように周辺国も５段階
（伝統的社会→成長への離陸の準備段階→離陸→成熟への前進→高度大量消費社会）を経
て発展の道を辿るという単線的発展史観へのアンチ・テーゼであった。
構造学派は，その分析枠組みの中に植民地時代以来の資源や土地の収奪構造と一次産品
輸出経済構造の「外から」の形成という歴史的視点を組み入れた。同時に，工業製品は一
次産品に対して常に優位で，一次産品の交易条件は長期的に悪化する傾向にあるから，現
行モデルの国際貿易を継続していても周辺国には不利に働き，両者の経済格差は再生産さ
れると指弾した。そのためラテンアメリカが工業化を達成するために，モノカルチャー的
な生産構造を変革し，輸入工業品を国内生産に切り替える輸入代替工業化戦略の採用が主
張された。その主要な政策手段は国内幼稚産業の保護・育成のための輸入事前許可制度や
関税の引上げであり，インフラや基幹産業への公共投資，主要経済部門に対する国家介入
などであった（9）。
加えて，プレビッシュは先進国主体の国際貿易秩序である GATT（ガット）の自由・
無差別・多角主義原則に対しても次のように批判的評価を下している。「これらの規則や
原則は，また漠然とした経済的同質性という考えに基礎をおき，工業地域と周辺諸国との
間に存在する大きな構造的相違に目を塞ぎ，その重要な波及効果を無視している。した
がって，ガットは先進国ほどに低開発国に役に立っていなかった。ガットは経済発展の要
請に応じうる新しい秩序を作るのには役立たず，また，古い秩序を回復するという不可能
な仕事をやり遂げることも出来なかった」（10）。
１－３．米州地域的分業の諸問題
そのためプレビッシュは，GATT 秩序と異なる方向性を模索するラテンアメリカ共同
市場構想の前進と LAFTA 結成のため７ヵ国で調印したモンテビデオ条約（Treaty of 
Montevideo）や ANCOM 結成のためのカタルヘナ協定調印の意義を以下のように強調す
（8） W. W. Rostow, The Stages of Economic Growth: A Non-Communist Manifest, Cambridge University 
Press, 1960.（木村健康，久保まち子，村上泰亮訳『経済成長の諸段階』ダイヤモンド社，1961年）。
（9） これに対して，前出のヴァイナー（J. Viner）は，以下の観点から反駁した。①オーストラリアやニュージー
ランド，デンマークなどの農業国の例でも，農業が経済発展の手段として工業より劣っているとはいえな
い，②統計的や理論的に，農業国が工業国に比べて交易条件が不利化したということはなく，農業国が工
業国に比べて，国際貿易上，不利な立場にあるとはいえない，③農業が繁栄しているところでは，第二次
産業および第三次産業が自然的に発展する傾向がある。D. リカード以来の比較生産費説の原理による国際
的な農工間分業，すなわち先進国による工業部門生産への特化と農業国・途上国による一次産品部門生産
への特化の有益性を，彼は主張した。以上，田口信夫「南北問題と貿易」吉信粛編『貿易論を学ぶ』有斐
閣選書（初版第４刷），1997年，203～204ページ。なお，ヴァイナーの主張に対する見解は，大来佐武郎「J・
バイナー後進国開発と国際貿易」『後進国開発の理論』日刊工業新聞社，1956年，を参照。
（10） プレビッシュ（外務省訳）『新しい貿易政策を求めて』国際日本協会，1964年，34ページ。
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る。「ラテンアメリカ諸国が発展速度を高めることを決定しても，対外的ボトルネックへ
の持続的傾向を断ちきれない限り，目的を達成することはできないであろう。ここにラテ
ンアメリカ間貿易のもっとも重要な役割がある。ラテンアメリカ間貿易の拡大を支持する
のは，追求する基本的な目標が二つあるからである。一つは，輸入代替過程を，自国市場
よりもっと広い地域を探して，より合理的，かつ経済的にすることである。もう一つは，
ラテンアメリカ工業化に競争原理を徐々に導入することである」（11）。
同時に，プレビッシュは LAFTA への懸念として，「LAFTA で達成されたことは確か
に重要である。しかし，共同市場への前進が遅く，かつ不安定であることも否定できな
い」（12）とも述べている。構造学派や CEPAL は，自由貿易地域から出発し最終的に関税同
盟の段階へ到達することを目指していた（13）。だが，結果的に，LAFTA は関税同盟には移
行せず，域内大国ブラジルは米国との対外関係を重視し（14），他方，域内小国の国々による
ANCOM 創設によって，機構は内部分裂の状態に陥った（15）。
問題点としては，確かに米国は LAFTA に直接加盟しなかったが，域内大国に対して
米国多国籍企業はすでに巨額の資本投下を行っていたことである。発足直後の1965年時点
の米国企業の対ラテンアメリカ直接投資を見ると（16），対全体は93億7100万ドル，うち製造
業向けは27億4100万ドルであり，国別では対メキシコが７億5200万ドル（対全製造業向け
比率は約27％），対アルゼンチンが６億1700万ドル（同比率は約23％），対ブラジルが７億
2200万ドル（同比率は約26％）と，LAFTA の大国３ヵ国だけで約76％（対全体比）もの
巨額な米国資本を吸収している。また，投資収益（子会社の利潤，配当，利子）で見ても
製造業部門から２億6900万ドルの収益額を記録し，うちメキシコからが6200万ドル（対全
ラテンアメリカの製造業部門収益に占める比率は約23％），アルゼンチンからが8400万ド
ル（同比率は約31％），ブラジルからが6400万ドル（同比率は約24％）と，３ヵ国だけで
約78％（対全体比）の収益をあげている。
その上，ミクーソン（I. Mikuson）が指摘するように，LAFTA 域内大国は域外市場（主
に米国）への依存度が高く，かつ域内の運輸手段や貨物輸送事業なども外国企業が権益を
握っていた（17）。そのため LAFTA 域内の関税障壁削減は，かえって在ラテンアメリカ米国
（11） プレビッシュ（大来佐武郎監修・竹内照高訳）『中南米の変革と発展』国際開発ジャーナル，1971年，238ページ。
（12） 同上書，240ページ。
（13） CEPAL のラテンアメリカ共同市場に関する調査グループでは，以下の基本原則が提起された。⑴域内途上
国が地域市場の利益を十分に共有できるよう特別処遇を設ける，⑵最終的に域外に対して統一された関税
率を設ける，⑶米州貿易の相互主義を最大化するための多国間支払いシステムを設ける，⑷有効な信用制
度や技術協力制度を設ける。詳細は，松本八重子『地域経済統合と重層的ガバナンス』中央公論事業出版，
2005年，88～89ページを参照。
（14） Andrés Rivarola and José Briceño, Resilience of Regionalism in Latin America and the Caribbean, 
Palgrave macmillan, 2013, p. 37.
（15） 但し，プレビッシュは，アンデス・グループに対して，その内容がモンテビデオ条約を凌駕している点，
とりわけ共同プロジェクト融資のためのアンデス公社の設立構想や，域内格差是正のための域内弱小国（エ
クアドルやボリビア）への支援融資の実施を評価している。プレビッシュ，前掲書，1971年，241ページ。
（16） U. S. Dept. of Commerce, BEA, Survey of Current Business Online, September 1966. <http://www. bea. 
gov/scb/date_guide. asp>. （2013年１月閲覧）。
（17） ミクーソン（アジア・アフリカ研究所訳）「ラテン・アメリカの経済統合と二つの道」『アジア・アフリカ
研究』通巻27号，1963年，44～45ページ。（原著は，I. Mikuson, Economic Integration: under U. S. 
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多国籍企業の域内取引や事業活動に資するものとなった。また，LAFTA は自国の工業発
展手段としてあくまで輸入代替や共同市場といった貿易戦略で応対したのみであり，同地
域に歴史的に固定化されてきた農工間格差構造や大土地所有問題の変革といった内部の社
会経済改革にまで構想の射程が及ばなかったことも，大きな問題点であった。
２．「開かれた」地域主義の台頭
２－１．輸入代替工業化戦略の転換期（1980年代債務危機）
1982年にメキシコが債務不履行に陥り，それまで曲がりなりにも目標としていた輸入代
替的な地域的分業は，劇的に転換することになった。債務危機はメキシコだけではなく，
ブラジルやアルゼンチンといった他のラテンアメリカ諸国にも伝播した。ベネズエラでは
為替管理などで危機の回避に努めたが，石油価格の低下とともに巨額の資金流出（資本逃
避）が発生した。経常収支赤字と資本逃避によって外貨準備高が激減する中，短期債務の
比重が高い上記の国々は IMF と債務リスケジュール協議を持つに至った。
その後，1980年代半ばからはベーカー（J. Baker）米財務長官によるベーカー提案によっ
て，世界銀行（世銀）による構造調整融資の実施が開始されるようになる。この構造調整
こそ，輸入代替工業化戦略を転換させたものである。例えば，世銀はメキシコに対して
1983年に輸出開発融資，1986年に貿易自由化促進のための貿易政策融資を実施し，数量輸
入規制の対象であった品目を関税に転換し，関税の合理化と関税水準引き下げを推進し
た。1987年にも第二次貿易政策融資を実行した（18）。こうして NAFTA 以前の1980年代，同
国の貿易自由化は進展した。関税制度の変化を数量的に見ると，輸入ライセンスの対象範
囲は1986年の28％から1989年には18％へ低下した。1982年の関税システムは税率数16タイ
プ，平均税率27％であったが，1989年には各５タイプ，13.1％へとタイプ数の簡素化と関
税低率化が実現した（19）。また最大関税率も100％から20％へ低下した。この傾向は1990年
代も継続し，NAFTA 発効直後の輸入ライセンス制限品目率は7.2％にまで低下した。
続いて1990年にブレディ（N. Brady）米財務長官が債務の株式化と民間債務削減を骨
子とした新債務削減戦略を提唱し，メキシコがブレディ債券発行の最初の適用国となっ
た。その後，同様にベネズエラ，ウルグアイ，アルゼンチン，ブラジル，ペルーが相次い
で貿易自由化などを条件としたブレディ構想に同意した（20）。平均関税の推移をみると，ア
Control or against the U. S. A ?, International Affairs, No.4, 1963.）
（18） 1983年の輸出開発融資は３億5000万ドル，1986年の貿易政策融資は５億ドル，1987年の第二次貿易政策融
資は５億ドルであった。1988年の肥料部門調整融資は２億6500万ドル，農業部門調整融資は３億ドルと，
同期間の対メキシコ構造・部門別調整融資は総額19億1500万ドルにも達した。海外投資研究所『海外投資
研究所報』1989年，17ページ。
（19） 西村潔「メキシコ経済の現状と展望」『海外投資研究所報７月号』日本輸出入銀行，1993年，56ページ。
（20） 但し，すでに1980年代前半から貿易自由化は徐々に進展した。例えば，メキシコではデラ・マドリッド政
権が貿易自由化策として「国家工業振興・貿易計画（PROFIEX: programas nacional de fomento industrial 
y comercio exterior）」を公布，輸入割当の漸次的廃止や輸出関税還付補償（CEDIS: certificados de devolución 
de impuestos）の廃止が相次ぎ，関税制度構造の改編と貿易保護の合理化が実施された。この流れは，次のサ
リナス政権の「国家工業近代化・貿易計画（PRONAMICE: programa nacional de modernización industrial y 
del comercio exterior）」に引き継がれ，一層の貿易自由化が促進された。Ortiz Wadgymar, A, Introducción 
al Comercio y Finanzas Internacionales de México: evolución y problemas hacia el año 2000, Editorial 
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ルゼンチンでは1989年の39％から1999年は13.5％へ，ペルーでは1990年の66％から1999年
は13.7％へ，ブラジルでは1988年の51％から1999年は14.3％へ，チリでは1985年の35％か
ら1999年は9.8％へ，コロンビアでは1990年の40％から1999年は11.6％へ，各国とも軒並み
段階的な関税削減が進んだ（21）。非関税障壁の撤廃も行われた。先進国・米国論理主導の「ワ
シントン・コンセンサス」の思考秩序が導入され，債務返済とハイパーインフレに苦しむ
ラテンアメリカ各国の立場は極めて弱体化した。輸入代替工業化戦略は終焉を迎えた。
２－２．「開かれた」地域主義の出現（1990年代）
この全般的な米州地域大の貿易自由化は，1960年代に試みられた輸入代替的な地域的経
済統合論とは違う形態，すなわち「開かれた」地域主義の潮流を生み出すことになった。
これは新自由主義志向で市場主導型の地域的経済統合であり，自由貿易を重視し（つまり
高い保護水準を否定し），「国家の役割」を縮減し，外向き型で域内外への輸出指向性を持
つ地域主義であった。かかる中，1970年代以降一時勢いを失っていた地域主義は，再び
1990年代～2000年代にかけて，リージョナル水準およびサブ・リージョナル水準の両形態
において，地域的分業の枠組み構築運動が積極的に展開されるようになった。その主要な
ものとして，北米では NAFTA，南米では関税同盟の Mercosur があげられる。
Mercosur は新自由主義志向の政府同士で取り決められ，その本質は域内巨大資本に有
利な自由貿易政策に多くの社会的関係を従わせることであった（22）。1991年のアスンシオン
条約やオウロ・プレト条約（1994年）において，1995年発足の WTO で規定され得るグロー
バルな新競争ルールに，各国・諸企業が適応するための包括的なルールが決められた。そ
れは WTO 発足による新競争ルールから域内産業をどう保護するか（域外共通関税をどう
設定するか）という新重商主義的なシナリオから構想された関税同盟であった。しかし問
題は，リヴァロラ（A. Rivarola）が指摘するように，当初の Mercosur は「新自由主義ア
ジェンダを補完するものであり，補償制度も整備されないまま域内関税削減の漸進主義
（gradualism）を放棄する域内新自由主義（internal neo-liberalism）を志向するもの」（23），
であった点にある。
なお，ここで一つ確認しておきたい（24）。FTA や関税同盟それ自体は，その性質上，非
参加国に対して差別性や選別性を突き付けるため，原則的には WTO の「最恵国待遇」規
定に抵触している。但し，例外的に地域的貿易協定を容認する根拠となっているのが，
GATT 第24条である。GATT の法的規定第１条に「一般的最恵国待遇」が定められてい
る通り，「いずれかの締約国が他国の原産の産品または他国に仕向けられる産品に対して
Nuestro Tiempo, 2000, pp. 169-171.
（21） Leonardo Saavedra, Francisco, “Costos del ALCA para América Latina y el Caribe: El Caso de los 
Aranceles”, Problemas del Desarrollo, no.133, IIEs-UNAM, 2003, p. 35.
（22） Julio Gambina, Alfredo García, Mariano Borzel, Agustín Crivelli y Claudio Casparrino, “Integración 
Regional: Realidad y Potencialidad: Una Mirada desde el Sur”, La inserción de América Latina en la 
economía internacional, CLACSO y siglo veintiuno editores, 2006, pp. 241-243.
（23） Andrés Rivarola and Jośe Briceño, op. cit., p. 41.
（24） 以下の記述は，次の本を引用・参照した。荒木一郎「FTA と WTO 協定の整合性」浦田秀次郎編『FRA ガ
イドブック』ジェトロ，2002年。日本機械輸出組合『主要な自由貿易協定の現状と法的分析』日本機械輸
出組合，2001年。
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許与する利益，特典，特権または免除は，他のすべての締約国に対しても，即時かつ無条
件に許与しなければならない」（25）。しかし，第24条で参加国が非参加国に対して貿易障壁
を高めることを第一義的な目的にしておらず，参加国間の経済統合を発展させ貿易自由化
を促進することを意図する場合には，最恵国待遇の例外措置として認めている。
またこの他に，1979年の GATT 東京ラウンドで締約国団決定として「異なる，かつ，
より有利な待遇，ならびに相互主義および途上国のより十分な参加に関する了解」が合意
されている。これは「授権条項」と呼ばれ，先進国が一般特恵関税制度（GSP）の許与さ
れた途上国原産の産品に対して有利な待遇をすることは，GATT 第１条の違反ではない
としている（26）。途上国間貿易を促進するため，関税・非関税障壁の相互撤廃や削減を中心
とした地域協定の創設も認めており，GATT 第24条や同第５条とは別の地域的貿易協定
の根拠条文となっている。授権条項は「実質上すべての貿易」を対象とすることが免除さ
れており，米州ではラテンアメリカ統合連合（ALADI: Asociación Latinoamericana de 
Integración）や Mercosur など，途上国間同士の協定の多くが，同条項に基づいて WTO
へ通報されている。
２－３．「開かれた」地域主義／新自由主義プロジェクトとしての NAFTA
NAFTA は先進国と途上国間協定で，経済規模の非対称性を内包している。また，「開
かれた」地域主義の特徴を持ち，新自由主義的プロジェクトの一つの到達点である。メキ
シコでは当初から，自由貿易措置と規制緩和で深刻な被害が予想される全国中小企業連合
および輸入代替戦略によって利益を得てきた内需型の国内諸企業グループに対する配慮か
ら，GATT 加盟反対の向きも多かった。しかし，債務危機後は国際諸機関の要望に従い，
1986年１月に「対外通商に関する憲法131条の規則法（新対外通商法）」を制定し，対外開
放への法的枠組みを整備した。同年８月，GATT へ加盟し，直後の1987年に米国と二国
間貿易拡大のための枠組み協定に調印した。こうして NAFTA への準備の道が開かれた。
1992年12月に協定への署名を済まし，1994年１月に NAFTA は発効した。
では，次に NAFTA の制度的特徴を確認しながら，同協定の背後にある米国とメキシ
コの諸関係を考察する。協定の内容に関しては，市場アクセス，内国民待遇，原産地規則，
投資，サービス貿易，金融サービス，知的財産権，紛争解決などで構成される包括的な枠
組みである。その目的は，財とサービス貿易促進のための貿易障壁撤廃，公正な競争条件
の促進，投資機会の拡大，知的財産権の保護，投資家対国家の紛争解決（ISDS 条項）の
手続き確立，にある。同協定は米国多国籍企業の競争力強化を目指しており，貿易・金融・
生産などのあらゆる経済諸活動を北米域内で一体化するための制度構築である。
制度面での特徴は，第一に自由な労働力移動は認めておらず，カナダに対しては単一市
場を形成し市場規模の拡大を図り，メキシコに対しては賃金格差を利用（低賃金労働力の
活用）した生産コストの削減を目指している。第二に NAFTA は財・商品取引の障壁を
撤廃する単なる自由貿易協定ではない。流通・金融・保険など，その範囲が多岐に渡るサー
ビス貿易を自由化の対象にしている。第三に投資条項では，加盟国の外国投資家を国内投
資家と同等に扱う内国民待遇や全ての加盟国を同等に扱う最恵国待遇が定められている。
（25） 条文の引用は，外務省経済局『WTO：世界貿易機関を設立するマラケシュ協定』国際問題研究所，1995年。
（26） 荒木一郎，前掲書。日本機械輸出組合，前掲書。
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投資受入れ条件として，外国投資家が遵守すべきパフォーマンス要求（現地調達義務，輸
出義務，国内販売制限，技術移転など）を課すことも禁止している。また，利益や配当な
どの本国向け送金の制限も禁止である。第四に加盟国が違反を犯して，外国投資家に損失
を与えたと当事者が認識した場合，当該国を相手に直接，紛争解決交渉を行うことができ
る ISDS 条項が盛り込まれている。
NAFTA は米国多国籍企業の投資空間をリージョナル規模で外延的に拡大するための
新たな法的枠組みであり，その法的根拠を諸企業に付与する自由「投資」協定である。ま
た，投資分野以外にも知的財産権や農業（アグリビジネス）など，米国が比較優位を持つ
産業分野が包含されている。なぜ，自由「貿易」協定のみならず，自由「投資」協定なのか。
２－４．北米地域的分業の深化と生産の地理的再配置
これまでの国際分業論では，前章でプレビッシュが批判した通り，先進国で工業製品を
生産しそれを世界へ輸出し，他方，途上国（メキシコ）ではそのための原料や食料など一
次産品を中心に生産してきた。これに併せて，対メキシコ海外投資もこれまでは天然資源
指向型のものが主流であった。その後，戦後から1960年代にかけては，メキシコ国内市場
志向の直接投資が増大した。ところが，1980年代からは先進国から資本財や中間財を途上
国へ輸出し，途上国でそれを組立加工し完成品に仕上げてから，先進国へ再輸出するとい
う貿易形態（工程間分業）が急速に浸透した。また，付加価値の高低差を基準にした製品
別分業も拡大した。それに応じて，海外投資も質的な変化を遂げた。今日の米国多国籍企
業は独自のノウハウや販売，マーケティング，デザインなどのコア・コンピタンス（競争
優位の源泉，核）のみを本社に保有し，労働集約的な生産機能は低賃金保有国メキシコへ
移転する，アウトソーシング戦略を採っている。そのため，効率性追求志向の直接投資が
多く現れることになった。リージョナル規模での労働力再編も展開され始めた。
機能的分業の深化は，グローバル化と称して世界的に展開されると同時に，より積極的に
はリージョナル化として域内（NAFTA）において劇的に進展している。また，ある特定の産
業がある一定地域（ローカル）へ散在せずに集中して集積されるという事態──ディッケン
（P. Dicken）が「局地化された地理的クラスター」（27）と呼んでいるそれ──も進行中であ
る。NAFTA 下のメキシコでは，電機・電子機器産業，繊維産業は主に北部国境地帯に集
積し，輸送機器産業は北部および一部内陸部に集積している。ハーヴェイ（D. Harvey）は
「生産の地理的配置（ジオグラフィ）における劇的な再編」によって，グローバル経済にお
ける全く新しい諸空間（例えば，メキシコ北部の非課税の組立工場地帯であるマキラドーラ
など）で工業化の驚く波が発生したとしている（28）。そして，米国市場に近接するメキシコ
の立地上の優位性や政府の外国投資への優遇政策，賃金格差などのローカルな要因がたま
たま呼び水となり，グローバルな過剰資本のかなりの部分が資本主義的活動のこれらの新
しい諸空間の生産や，増大する国際貿易を促進するためのインフラに吸収されている（29）。
同時に，この「生産の地理的配置の再編」は，メキシコ地域経済の不均衡をますます深
刻にしている。北部ではマキラドーラを梃子に外国投資の受入れが進み，米国を中心とし
（27） ピーター・ディッケン（宮町良広監訳）『グローバル・シフト（上）』古今書院，2009年，15ページ。
（28） デヴィット・ハーヴェイ（森田成也ほか訳）『資本の＜謎＞』作品社，2012年，50～56ページ。
（29） 同上書，50～56ページ。
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た多国籍企業戦略に規定された「富の蓄積」が進む一方，他方で，農村部が集中する南部
では恒常的な「貧困の蓄積」が進行している（一国内における「二極分解」）（30） 。
ハーヴェイは，むしろ空間経済をこのように慢性的な不均衡状態に追いやることで企業
は資本蓄積の危機を回避し，ある特定地域で進出企業間の競争激化によって蓄積能力に限
界（利潤の圧縮）が生じると，企業は別の空間に地域間の不均衡＝差異を積極的に作り出
し，新たな資本蓄積の源泉を創出する構造を強調している（31）。同国で地理的不均衡発展が
生じた一つの要因は，米国多国籍企業が NAFTA を通じて自らの活動にとって有利な空
間経済を能動的に再編し，対メキシコ投資効率の極大化を図ったことに求められる。であ
ればこそ，NAFTA は自由「貿易」協定にとどまらず，自由「投資」協定である必要があった。
３．米州貿易秩序の再編構造
３－１．米州地域的分業の組織化における多元的潮流
2000年代以降は，「開かれた」地域主義による地域的分業の組織化運動が変質し，三つ
の潮流が現れたことで事態は一変した。一つは主にベネズエラが主導した米州ボリバル代
替構想（ALBA: Alianza Bolivariana para los Pueblos de Nuestra América）であり，一
つは Mercosur と南米諸国連合（UNASUR: Unión de Naciones Suramericanas）であり，
一つは米国と自由貿易協定（FTA）を締結した国家群（メキシコ，チリ，コロンビア，
ペルー，中米諸国）である。最初の二つは自由貿易主義および米国と一線を画して距離を
置いており，残りの一つはそれとの関係強化を図っている。
この背景には，2005年に米国と共同歩調を取る国々とそうでない国々との立場が，米州
自由貿易地域（FTAA: Free Trade Area of the Americas）交渉の頓挫を契機として鋭く
対立したことがある。対立の政治的な内部要因は，2002年の軍事クーデター後のベネズエ
ラのチャベス政権（Hugo Chávez），2001年経済危機直後のアルゼンチンのキルチネル政
権（Nestor Kirchner）など，中道左派・左派政権の急速な台頭があげられる。その後，
ブラジルのルーラ政権（Luiz Ignácio Lula da Silva）もこの潮流に合流し，2003年10月に
キルチネルとルーラの間で「ワシントン・コンセンサス」に取って代わる「ブエノスアイ
レス・コンセンサス」が合意に至った。こうして FTAA 交渉における対米自主路線国家
群が南米主要国を中心に徐々に形成されていった。
他方，2010年代に入ると，アジア太平洋地域への経済的接近（＝貿易・投資拡大）を睨
み，親米的国家群で構成された太平洋同盟（AP: Alianza del Pacífico）なる統合体（メキ
シコ，ペルー，チリ，コロンビア加盟）が発足した（2012年）。また，米国主導の TPP に
参加する国々も散見される。このように親米的国家群とそれと距離を置く国家群との競合
と対抗が，劇的に進行中である。
米国との対外諸関係の変化によって，同地域の受入れ直接投資における北米（米国・カ
ナダ）の比重も2000～05年期の37.8％から2006～10年期は28.2％へと激減した（表１参照）。
代わって，中国，ロシア，EU からの多国籍企業進出および新規合弁事業が増大している（32）。
（30） 詳細は，所康弘，前掲書，2009年。
（31） デヴィット・ハーヴェイ（松岡勝彦ほか訳）『空間編成の経済理論（下）』大明堂，1990年，571ページ。
（32） 米国多国籍企業の比重低下の一方，2000～2010年期を通しで見るとスペイン資本の進出が特に目立った。
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ベルナル・メサとフライバ（R. Bernal-Meza and S. Fryba）らは，米州地域における
多元的で重層的な地域的分業の組織化の形成過程を，各国の外交戦略や経済成長戦略を軸
とした国家形態の相違から，特徴付けている（33）。具体的には，第一にチリはグローバル自由
貿易を促進する国家の物流化（logistical state）形態を採用し，多国間主義（multilateralism）
と「開かれた」地域主義，現実主義志向である。第二にブラジルは国際秩序における政治
的力学を駆使して開発国家（developmental state）を促進し，大陸的地域主義（continental 
regionalism）志向である。第三にベネズエラやボリビアは，内需拡大を目指して強力な
国家主導型経済（in transition toward state capitalism）を志向し，うちベネズエラはボ
リバル的外交戦略を志向する。これはかつての解放者シモン・ボリバル（S. Bolivar）に
よるアンチ・モンロー主義の書き換えで，現在におけるアンチ北米・アンチ FTAA，対
抗的な地域ブロック構築（ALBA）の動きに連なっている。また，ボリビアは大勢の先住
民系グループや新たな社会階層を基盤にした新しい国家建設の過程にある。第四にアルゼ
ンチンは強い国家管理と保護主義的な産業政策を展開し，米国の対西半球政治姿勢には反
同資本の参入業種の比率は，エネルギー，通信，インフラ，銀行などサービス産業向けが全体の86％程度で，
製造業向けが同12％，石油・ガスなど天然資源抽出産業向けが同２％であった。以上，ECLAC, Foreign 
Direct Investment in Latin America and the Caribbean 2011, United Nations, 2012, p. 64.
（33） R. Bernal-Meza and S. Fryba, “Latin Americas Political and Economic Responses to the Process of 
Globalization”, M. Nilsson and J. Gustafsson ed., Latin American Responses to Globalization in the 21st 
Century, Palgrave, 2012, pp. 21-30.
表１　直接投資の実行地域（対ラテンアメリカ・カリブ海向け）（単位：％）
（実行先）
2000～05年 2006～10年
北米 EU ラ米
アジア・
オセアニア
その他 北米 EU ラ米
アジア・
オセアニア
その他
ラテンアメリカ 37.8 43.2 5.3 2.6 11.1 28.2 40.0 8.5 6.2 17.1
アルゼンチン 13.5 47.6 21.5 0.0 17.4 16.3 41.4 24.9 1.5 12.7
ブラジル 22.2 53.9 3.9 4.7 15.4 14.4 44.6 5.3 13.6 22.2
チリ 31.9 51.9 5.0 2.1 9.1 29.3 35.7 6.2 0.1 28.7
コロンビア 25.5 41.8 12.9 0.6 19.2 38.2 6.5 43.9 0.6 10.8
コスタリカ 64.3 13.6 17.3 0.0 4.8 60.4 13.6 8.7 0.5 16.8
エクアドル 24.0 10.5 34.8 1.4 29.3 −9.4 33.3 71.5 14.6 −10.0
メキシコ 58.9 33.7 1.2 2.0 4.2 49.4 43.3 1.4 0.9 5.0
パラグアイ 53.7 56.7 −22.6 16.7 −4.5 87.4 10.9 17.3 −17.9 2.4
ドミニカ共和国 47.1 34.7 4.0 −3.1 17.2 43.1 30.7 23.3 3.1 −0.2
ウルグアイ 6.0 28.5 17.3 0.0 48.2 6.5 16.3 34.2 0.9 42.1
（出所）ECLAC, Foreign Direct Investment in Latin America and the Caribbean 2011, United Nations, 2012, p. 64.
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対の立場を示し，Mercosur やブラジルとの二国間関係を強調する。このことをベルナル・
メサらは，open economy nationalism or free market nationalism と規定する（34）。その他，
ペルー，コロンビア，メキシコとチリは米国との FTA をとりわけ重視している。
３－２．米州自由貿易地域（FTAA）と米国の対西半球戦略
そもそも FTAA は，1990年にブッシュ（George. H. W. Bush）元米国大統領が提唱し
たエンタープライズ・フォー・ジ・アメリカス・イニシアティブ（Enterprise for the 
Americas Initiative）構想に起源を持つ。貿易・投資自由化や国家規制撤廃の法的枠組み
を，キューバを除く米州34ヵ国を対象にして，その構築を目指すものであった。冷戦体制
崩壊直後の当該期において，ブッシュ提案は米国と米州地域との諸関係の再定義を企図し
ていた。つまり，キューバ革命やチリ革命に対する「反革命」に象徴されるように，それ
までの米国の対西半球戦略は，共産主義イデオロギーに対する広範な政治的軍事的闘いが
主であった。これが冷戦崩壊と経済グローバル化の流れの中で，次第に経済領域での市場
開放を巡る闘いへと変化したのである。1990年代の米国と米州地域の地域的分業関係の再
構築における重要な柱は FTAA と NAFTA の二つに代表され，いずれも「開かれた」地
域主義／新自由主義プロジェクトの特徴を持ち，かつ FTAA は NAFTA の南方拡大であった。
ところが，FTAA 創設は南米主要国の反対で2003～05年に対立が顕在化し，失敗に終
わった。とりわけブラジルは以前から米国の西半球イニシアティブを牽制しており，
NAFTA 締結と同じ年，カルドーゾ（F. E. Cardoso）ブラジル元大統領はそれに対抗して，
南米自由貿易地域（SAFTA: South American Free Trade Area）創設を提案した。この
南米地域のアイデンティティの維持戦略の延長線上に，Mercosur も位置づけられる。
では，対立の基本論点は何であったのか。第一に農業補助金の問題である。農業貿易自
由化を主張する米国は，他方で，多額の国内農業補助金に関しては WTO で決着するまで
は補助金削減に応じない姿勢であった。Mercosur 諸国はこれに強く反発した。第二に投
資・政府調達・知的財産権・サービス分野の規定，いわゆるシンガポール・イシューであ
る。米国は WTO でも決着していない困難なイシューを，極めて高い水準で自由化・規制
緩和することを FTAA に要求した。Mercosur 諸国はこれにも反対した。
FTAA 交渉が決裂する中，2003年のマイアミ首脳会談宣言によって，「二つの水準」で
交渉が進められることになった。34ヵ国で合意するものはミニマムアクセスにして，第二
の水準によって，相互利害が共通する二国間・多国間は自由交渉を行うことが可能となっ
た。以降，米国の対ラテンアメリカ二国間 FTA 戦略は加速化する。同戦略は FTAA に
暫定的に取って代わるものである。そしてこれら FTA の成果を喧伝し，迂回的に米州統
合モデル構築を図る算段である。そこでは複数の FTA 交渉を同時に進め，巨大な米国市
場参入を求める諸国を競わせる「競争的自由化」戦略が採用されている。
以後，チリ，中米＋ドミニカ共和国，パナマ，ペルー，コロンビア，カリブ海諸国のほ
とんどと FTA 網を構築し，FTAA より合意形成の障害の少ない二国間 FTA で米国多国
籍企業の利害を反映させることに成功した。同時に FTA 網を急整備することで，FTAA
に反対した諸国の孤立と分断を図ってきた。域内連帯を分断し，米国に有利な条件で通商
（34） Ibid., p. 25.
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政策を展開させるためであった。
３－３．開発主義・市場志向型と社会政策型の両義性を持つ Mercosur 
Mercosur は元々，関税同盟として発足し，対外共通関税設定と域内貿易自由化を進め
ており，一部例外を除き多くの品目でそれを達成してきた。近年は一層の機構改革とマク
ロ経済政策の調整を展開し，ベネズエラも2012年に正式加盟を果たした。同時に2000年代
半ば以降は地域的アジェンダへと修正が加えられつつある。例えば，域内不均衡の是正を
目指す構造的格差是正基金や域内開発銀行，家族農家基金といった新制度を整備してき
た。背景には，2000年代における域内での相次ぐ左派・中道左派政権の台頭があった。結
果，新自由主義志向の統合体から経済格差是正，貧困や社会的排除者の克服を追求する統
合体へと揺り戻しが起こりつつある（35）。その経済政策は，開発主義（developmentalism）
を依然として採用するものの，併せて域内固有の社会政策を重視する政治社会的な統合体
を目指すという両義性を含んでいた。代表的な社会政策は，前出の通り構造的格差是正基
金の運用が進行中で，これは格差是正，競争力向上，統合過程の促進や機構改善のための
特別融資枠となっている。また，紛争解決を取り決めたオリボス議定書（el Protocol de 
Olivos）や常設仲介裁判所，Mercosur 議会の創設など先進的な制度設計が行われてきた。
機構の組織図は，概ね図１の通りである。
図１　Mercosur 機構組織図
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（出所）Mariano Alvarez, Los 20 años del MERCOSUR: una integración a dos velocidades, Naciones Unidas, 2011, p. 19.
（35） 貧困人口率・人口数に関して言えば，ラテンアメリカ全体の貧困人口率はピーク時の1990年は48.4％であっ
た。それが2002年は43.9％へ，そして2012年は28.2％まで減少している。また，貧困人口数それ自体も2002
年の２億2500万人から2012年は１億6400万人へと減少してきた。CEPAL, Panorama Social de América 
Latina 2013 Documento Informativo, Naciones Unidas, 2013, p. 12. <http://www. eclac. org/
publicaciones/xml/９/51769/PanoramaSocial2013DocInf. pdf>.（2014年１月閲覧）。
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図２　2002～12年のアルゼンチンの対ブラジル貿易収支（単位：1000US ドル）
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（出所）Asociación Latinoamericana de Integración, Sistema de Información de Comercio Exterior, <http://
consultaweb.aladi.org/sicoex/jsf/home.seam>. より作成（2014年１月閲覧）。
次に域内貿易構造から，Mercosur の特徴を考察する。同機構にとって域内大国アルゼ
ンチンとブラジルの両国関係は極めて重要である。しかし，2000年代以降両国の工業部門
生産性の不均衡は，2002年１月のアルゼンチン・ペソ通貨切下げによっても改善されてい
ない。貿易収支はかつてアルゼンチンの黒字基調であったが，2004年以降は一貫してブラ
ジルが黒字を記録している（図２参照）。直近の2011年は過去最高の445.3億ドルのアルゼ
ンチン側の貿易赤字となった。また，各国の域内貿易比率（対全世界比）からアルゼンチ
ンの対ブラジル貿易比率は，輸入31.6％，輸出21.2％である一方，ブラジルの対アルゼン
チン貿易比率は，輸入7.9％，輸出9.2％である。ここから両国の貿易依存度の不均衡が見
て取れる（36）。
両国の貿易の主要品目構成（2012年）を HS コードの４桁分類（８桁中）で算出する
と（37），アルゼンチンの対ブラジル輸出の上位10品目の内訳とその対全体比は，乗用自動車
その他の自動車（第8703類）が20.55％，貨物自動車（第8704類）が14.88％，小麦および
メスリン（第1001類）が8.37％，軽質油およびその調製品（第2710類）が5.09％，自動車
部品（第8708類）が2.32％，小麦粉およびメスリン粉（第1101類）が1.39％，である。
他方，アルゼンチンの対ブラジル輸入の同内訳・同比率は，乗用自動車その他の自動車
（第8703類）が17.3％，自動車部品（第8708類）が5.37％，貨物自動車（第8704類）が4.18％，
鉄鉱（第2601類）が3.03％，トラクター（第8701類）が1.99％，ピストン式火花点火内燃
機関（第8407類）が1.79％，となっている。
（36） 経済産業省『通商白書2011』，106ページ。
（37） Asociación Latinoamericana de Integración, Sistema de Información de Comercio Exterior, 2012. <http://
consultaweb. aladi. org/sicoex/jsf/home. seam>.（2014年１月閲覧）。
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表２　Mercosur の域内貿易比率の各国比較
①　各国の対域内／対全世界に占める割合（輸出）（単位：％）
2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年
アルゼンチン 23.01 23.09 24.35 25.05 26.70 27.27
ブラジル 11.78 12.73 13.74 13.58 12.71 13.10
パラグアイ 54.35 47.80 49.20 53.60 52.31 50.84
ウルグアイ 24.29 25.95 29.85 30.09 32.01 35.75
ベネズエラ 1.71 1.28 1.54 2.63 4.46 5.08
②　各国の対域内／対全世界に占める割合（輸入）（単位：％）
2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年
アルゼンチン 39.58 36.9 36.91 34.9 33.3 33.52
ブラジル 10.05 10.55 9.99 9.08 10.88 10.04
パラグアイ 49.57 40.97 47.17 46.66 45.66 43.50
ウルグアイ 48.34 58.23 57.77 50.02 53.00 44.09
ベネズエラ 11.40 12.37 13.51 12.28 11.74 13.58
（出所）経済産業省『通商白書2011』，107ページ。
アルゼンチンの対ブラジル輸出品目は，工業製品以外にも農産品・資源輸出の比重も一
定程度あり，かつ輸送機械では貨物自動車などの大型商用車の輸出比率が大きいことがわ
かる。逆に対ブラジル輸入品目は工業製品が圧倒的で，輸送機械では小・中型の乗用自動
車の比率が大きい。1999年以降，工業生産の相対的コストではアルゼンチンの劣位が続き，
これまでいくつかの生産ラインがブラジルへ移転したが，自動車分野に関しては両国は
1990年に経済補完協定を締結し，自動車貿易協定を結んでおり，現在の自動車貿易の不均
衡を改善するための均衡係数を定めている（38）。
また，Mercosur 各国の対域内／対世界に占める貿易比率において（表２参照），新規
加盟国ベネズエラを除くとブラジルは特徴的な傾向を持つ。同国の同比率（2010年）は，
輸出13.10％，輸入10.04％である。これに対し，アルゼンチンは各27.27％，33.52％，パラ
グアイは各50.84％，43.50％，ウルグアイは各35.75％，44.09％と，域内依存度の不均衡が
著しい。すなわち域内貿易に生き残りを掛ける小国（パラグアイ，ウルグアイ）と，他方，
大国ブラジルは中国やインド，ロシアなど域外国との対外経済関係の強化に取り組み，中
東エジプトと FTA を締結し，EU とも FTA 交渉を開始している。海外市場への販路拡
大を目指す同国および在ブラジル多国籍企業などはプラットフォームとして Mercosur を
活用し，その対外政策の基本は自由貿易志向と市場競争の推進，外向き型で「開かれた」
地域主義である。
（38） Jetro HP を参照。<https://www. jetro. go. jp/world/cs_america/br/trade_01/>.（2014年１月閲覧）。
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４．Mercosur の域内大国ブラジルの経済開発戦略 ─ J. ペトラスの議論─
４－１．liberal Neo-developmentalism ─ポスト・ワシントン・コンセンサス─
前述の通り，Mercosur は開発主義・市場志向型と社会政策・格差是正の両面を同時追
求するというハイブリッドで混成的な特徴を持っている。そして，同機構内における域内
政治力学や経済権力の非対称性によって，協調関係の揺らぎの可能性も構造的に内部化さ
れている。むろん同機構の行方は域内大国ブラジル内部の経済開発戦略の動向とも関連し
合っている。以下では，社会学者ペトラス（J. Petras）の議論を手がかりにして，2000年
代以降のブラジルの開発戦略に関する若干の考察を行う。
中道左派政権として誕生したルーラ前政権に関しては，その政治面での特徴を「交渉調
整型政治にもとづく現実主義路線への変容」として「穏健化」を強調した議論もある
が（39），開発戦略については，同政権による「産業・技術・貿易政策（PITCE: Política 
Industrial Tecnológica de Comércio Exterior）」や「生産発展政策（PDP: Política de 
Desenvolvimento Produtivo）」が基本線であり，国内大企業のグローバル競争力促進がそ
の目標となっている。その後政権を引き継いだルセフ（D. Rousseff）現政権が採用するマ
イオール・プラン（Plano Brasil Maior）もこれらの延長線上にある。同プランは，「投資
促進」「イノベーション促進」「貿易政策」「国内市場保護」を骨子とし，“ 産業競争力の
向上に関する政府の役割 ” が重要だという認識を持つ。かつての保護主義と輸入代替戦略
などの介入主義と異なり，戦略的な調整役として国家が市場介入する「新たな開発主義
（new developmentalism）」を掲げている。その数値目標は， ① GDP に占める投資比率を
18.4％から22.4％へ拡大，②民間部門のＲ＆Ｄ支出比率（対 GDP 比）を0.59％から0.9％へ
増加，③2014年までにブラジルの世界輸出全体に占める比率を1.36％から1.6％まで上昇，
となっており，「イノベーションから競争へ，競争から成長へ」に主眼を置いている（40）。
この「新たな開発主義」を liberal Neo-developmentalism と規定したバン（C. Ban）は，
1980～90年代に主流であった新自由主義（ワシントン・コンセンサス）と比較しながら，
それぞれの開発戦略の特徴と相違を以下のように整理・分類している（太字は引用者）（41）。
ワシントン・コンセンサス
目標：マクロ経済安定化
政策手段：①インフレ・ターゲッティングを通じたインフレ管理，②市場決定型の金利，
③市場決定型の為替相場，④インフレ管理を基本任務に置いた中央銀行の独立性，⑤基
礎的財政収支の黒字化と外貨準備の利用，⑥税収基盤の拡充と最低税率措置の縮減，⑦
国際金融制度へ参入するための障壁の除去，⑧モデレートな輸出補助金を伴う貿易自由
化と比較優位型の貿易構造の受諾，⑨国有企業の民営化と外国企業への積極的な売却，
（39） 近田亮平「ブラジルのルーラ労働者党政権」遅野井茂雄・宇佐見耕一編『21世紀ラテンアメリカの左派政権：
虚像と実像』アジア経済研究所，2008年，229～233ページ。
（40） Rafael. A. F. Zanatta, The Risk of the New Developmentalism: 'Brasil Maior' Plan and Bureaucratic 
Rings, University of São Paulo Faculty of Law Working Papers Series, 2012, pp. 1-2. 
（41） Cornel Ban, “Brazil’s liberal neo-developmentalism: New paradigm or edited orthodoxy”, Review of 
International Political Economy, vol. 20, No. ２, Routledge, 2013.
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⑩産業政策の廃止，⑪金融の規制緩和と労働市場の規制緩和，⑫貧困層への条件付き現
金給付，⑬公共サービス部門の部分的な民営化。
liberal Neo-developmentalism
目標：マクロ経済安定化，しかし循環的な国家介入を伴う
政策手段：①インフレ・ターゲッティングを通じたインフレ管理，②市場決定型の金利，
しかしモデレートな金利政策，③市場決定型の為替相場，しかし資本管理の選択的な適
用，④インフレ管理を基本任務に置いた中央銀行の独立性，⑤基礎的財政収支の黒字化，
と同時に，ａ）経常収支バランス，ｂ）融資のための国内貯蓄の蓄積，ｃ）公的銀行や
ソブリン・ウェルス・ファンド（SWF）を活用した循環的な財政政策，⑥税収基盤の
拡充と最低税率措置の縮減，しかしより先進的な所得税制度（累進課税の強化），循環
的な直接税および消費税改革，⑦国際金融制度へ参入するための障壁の除去，しかし公
的銀行の統合，そして国内金融市場の統合のための補助金，⑧モデレートな輸出補助金
を伴う貿易自由化，ただし輸出補助金の拡充と比較優位型の貿易構造への積極的移行，
⑨選択的な国有企業の民営化と外国企業への売却に対する一定の制限，⑩選択的な産業
政策の実施，⑪モデレートな金融の規制緩和と労働市場の規制緩和の禁止，⑫貧困層へ
の条件付き現金給付，と同時に最低所得政策の拡充，⑬公共サービス部門の民営化の
禁止。
では，こうしたブラジル経済開発戦略の成果はいかなるものだったのか。同国経済のパ
フォーマンスに関する代表的な議論としては，「経済のコモディティ化」という議論があ
る（42）。これは，サナッタ（R. Zanatta）が主張する工業化の後退＝脱工業化（Deindustrialization）
の議論とも通じており，その内容として，①一次産品輸出への特化，②為替相場（レアル
高），③中国から工業製品の輸入攻勢，があげられる（43）。サナッタは，同国は短期的には
高い一次産品価格を背景に対中国向け輸出を通じて利益をあげてきたのであり，価格上昇
の要因には中国の需要拡大がある。だが，中国への工業製品輸出は実現できず，輸出商品
の一次産品化（primarization）は深まる一方だったと強調する。
同様に，同国の経済構造の問題点について，メディアルデア（B. Medialdea）は生産部
門の脆弱性を指摘している。とりわけ資本財生産部門の生産成長率は1981～2005年で年平
均0.5％に留まっており，資本蓄積過程に制限が生じているとする。また，労働生産性も
減少傾向にあり，総需要と所得分配にも影響が出ており，結果的に不十分な国内貯蓄に直
面する状況が生じている（44）。数値で確認すると，1950～80年の年平均 GDP 成長率は7.6％
であったが，直近の1980～2005年は年率2.2％に過ぎず，そのうえ一人当たり GDP 換算で
は年率0.4％である。製造業部門のパフォーマンスは際立って悪く，過去10年間の年平均
成長率はわずか1.2％であった。1980年時点で同部門の対 GDP 比率は40.9％を占めていた
（42） 浜口伸明「ブラジル経済のコモディティ化と産業政策」『ラテンアメリカ時報』（社）ラテンアメリカ協会，
1398号，2012年。
（43） Rafael. A. F. Zanatta, op. cit, p.２.
（44） Bibiana Medialdea, “Límites estructurales al desarrollo económico: Brasil （1950-2005）”, Revista Problemas 
del desarrollo, vol. 43, No. 171, UNAM, 2012.
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が，1995～2005年の同数値は26～30％の範囲で推移しており，比重も低下している（45）。
４－２．ルーラの経済開発戦略の成果 ―J. ペトラスの議論（１）―
以上の先行研究を通じて，BRICs の一角を占め，新興国の大国であり，巨大人口と巨
大消費市場を抱え，鉱業資源（鉄鉱石など）が豊富で，農畜産業大国（鳥・牛肉，大豆，
エタノールなど）であるブラジルの，その内実や問題点はかなり明らかにされてきた。こ
れらを踏まえ，以下ではペトラス（J. Petras）の分析（論文『ルーラの遺産：二つのブラ
ジル』2010年）を要約し紹介する。結論から言えば，ワシントンとの軍事協定を調印し，
自由貿易を推進するルーラ前政権に関して，ペトラスは厳しい評価を下している（46）。
議論の前提として，ペトラスはルーラの「左派的」政策として，外交姿勢（米国のキュー
バ政策反対，チャベス政権擁護，中国との関係強化），貧困対策・社会政策の充実（現金
給付制度のボルサ・ファミリアの実施），2000万人の土地なし農民労働者への土地改革の
公約などをあげ，これがルーラの「進歩的」の証しだとする（47）。しかし，同論文ではブラ
ジル経済の神話と現実が詳細に検討されている。論点は以下の通りである。まずは数値上
から確認してみる。
①2003～09年の GDP 成長率は平均3.4％，一人当たり成長率はわずか２％（ラテンアメ
リカ平均を１％程度下回る），②他の BRICs，特に中国とインドと比べブラジルの成長率
は彼らの40％未満，③中国の成長は工業製品輸出に基づき，インドはハイテク情報サービ
スを基盤としているが，ブラジルは農鉱業輸出の増大に依存，④したがって，農業・鉱業
商品の価格変動と世界市場需要に依存し，一次産品ブーム（2004～08年）期は4.5％成長
だったが，価格低迷期（2003，09年）は２％以下の成長率へ低下，⑤2009年のゼロ成長か
ら10年には回復したが，それは中国需要に牽引された一次産品需要の増大と主要一次産品
の価格高騰が原因である（48）。
さらにペトラスは，1990年代のカルドーゾ政権とルーラの政治経済戦略の手法の連続性
（continuities）に着目した上で，以下の問題点を提起している。①カルドーゾは最も収益
を生む企業を途方もない低価格で民営化し公的部門を解体（例えば世界一の鉄鋼企業
ヴァーレ Vale を10億ドル以下で売却）。ルーラも銀行，鉱山，石油，通信会社などを市場
価格以下で民営化，②ルーラは４％の財政黒字維持（IMF と協定締結）のために正統派
の財政政策（緊縮）と社会支出削減，公的年金のカット，賃金抑制政策を推進，③国民の
教育・医療・住宅のための社会支出増加よりも，2000億ドルの外貨準備高達成と対外債務
返済を最優先，④マクロ経済安定は労働者や農民層を犠牲に。失業率は10％超，イン
フォーマルセクターは30％以上で推移，400万人の家族農家が依然土地を持たず，アマゾ
ンの熱帯雨林は農業ビジネスの促進で毎年200万ヘクタール以上消失，⑤先住民の土地も
暴力的略奪に恒常的に脅かされ，農業融資ビジネスや投機家による土地買占めで200万人
もの農村労働者はスラム街へ流入（周辺的労働へ吸収），⑥何百万もの家族農家は高金利
（45） Ibid., p. 62.
（46） The Official James Petras web site, Lula’s Legacy, 2010. <http://petras. lahaine. org/?p=1802>. （2014年１
月閲覧）。
（47） Ibid.
（48） Ibid.
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での借り入れを余儀なくされ，補助金付きの輸入食料との競争に晒され，千数百もの農家
を破産に追い込み，結果，同国は食料輸入国に転落，⑦選挙期間中，土地なし農民運動
（MST）35万のメンバーに対して土地改革の実施を約束し，また毎年10万家族に対し住宅
や融資支援，技術支援を行うと約束したが，ルーラ期８年で毎年支援を行ったのは４万家
族未満で，３分の１は破産，⑧次第に MST と対決姿勢を取るようになり，農業ビジネス
の利益を追求し，MST の土地占拠戦略に対して安全性を保障する共通プログラムを展開，
⑨その結果，わずか１％の土地所有者が肥沃な土地の50％以上を占有するといった土地所
有の集中化が進み，抵抗する運動指導者や活動家の不法逮捕・服役が増大した（49）。
４－３．資源抽出資本主義論 ─ J. ペトラスの議論（２）─
以上の認識を踏まえ，ペトラスはルーラの遺産（Lula’s legacy）とは「本質的には “ 投
資家のための，経済的に安定した健全な市場 ” のことであり…（同時に）彼がブラジル政
治を脱急進化し，自由市場，自由貿易，国家主導の巨大ビジネス推進を経済政策の根幹に
据えることの合意形成を図ったこと」（50），だと結論付けている。
直近の論文（『ブラジル：資源抽出資本主義と後退への大跳躍』2013年）でも，ペトラ
スは次のような批判的な見解を示す。「ヴァーレ（Vale）の純資産は1000億ドル以上で，
同社は世界第２位の巨大鉱業会社である。だが，世界で最も低率の法人税しか支払ってい
ない。ルーラとルセフの “ 進歩的な ” 政権下の10年間のそれは，保守的な政策を展開する
オーストラリアの同税率12％の６分の１に過ぎなかった。（…）資源抽出産業で記録的な
収益を上げる一方，自然環境は激烈な被害を受け，膨大な先住民族や小規模生産者たちが
土地を離れ移住を余儀なくされた。Vale の経験は新自由主義下のカルドーゾ政権とルー
ラ体制との間の強力な構造的連続性（structural continuities）を浮き彫りにする。前者は
Vale を捨て売り価格で民営化し，後者は同社を独占的な鉄生産者および輸出業者へと奨
励し，資源抽出産業に富，利益，権力が集中することを気にも留めなかった。同産業の幾
何学的な成長と独占的利益の達成と比べれば，ルーラとルセフが貧困削減のためにたかだ
か１日２ドル程度の助成金支給を行ったことだけで，両体制を “ 進歩的である ” とか，“ 中
道左派である ” と呼称することの正当化にはならない」（51）と。
それどころか，ペトラスはさらにラディカルに，「都市とアマゾン地帯の関係は，一国
内部の植民地主義に類似しており，アマゾン内部のコミュニティにある資源略奪のための
共犯的同盟者にするために，資源抽出産業は労働者上流階級やエリート層を買収した」（52），
と指摘する。
こうしたペトラスの一連の議論は，現行の経済開発戦略をブラジルが継続した場合，
Mercosur が今後，域内経済発展のために代替的な社会関係秩序を構築する方向へ進む可
能性が依然として未知数であることを示唆する。かつてラテンアメリカ周辺資本主義論を
考究した原田氏は，工業化達成や域内分業深化といった途上国経済統合の政策原理を批判
（49） Ibid.
（50） Ibid.
（51） The Official James Petras web site, Brasil: Extractive Capitalism and the Great Leap Backward, 2013. 
<http://petras. lahaine. org/?p=1945>.（2014年１月閲覧）。
（52） Ibid.
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し，新国際経済秩序（NIEO）を批判したアミン（S. Amin）の議論を引き合いに出し，
こう述べている。「第三世界における工業は，農村部からの収奪にその蓄積の基礎を置く
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
，
寄生的なものとして存在してきたとみなされる。このような工業化のありかたを変えるた
めにまず必要とされるものは，すべてのコスト＝ベネフィット原理の完全な放棄である──
こうしてアミンは，途上国経済統合論の伝統的アプローチにおける『能率原則＝域内分業
原理』という前提をあっさり一蹴してしまう」（53）（傍点，引用者）。今後の Mercosur の行
方を見通す上でもペトラス的な問題意識から接近した実証的研究を積み重ね，その精緻化
を図っていくことが重要であるといえよう。
また，それと併せて同国の構造分析（産業連関表を利用した資本財・消費財産業の部門
間取引分析）を通じて，その対外依存性（貿易関係）や資本財生産力水準，技術力水準の
脆弱性を仔細に検討する必要もあるだろう。国際間の商品交換＝貿易は，一面では国際価
値にもとづく等価交換であるが，他面，その背後には「生産力の発展の相違を基礎とする
不等労働量の交換
4 4 4 4 4 4 4 4
が存在し，貿易を通じて価値移転が行われている
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
」（54），と考えられるか
らである（傍点，引用者）。
むすびに：地域主義プロジェクトが提起する理論的課題
本稿では，第一に米州における地域的分業の組織化過程の流れとその特徴について検討
し，第二に21世紀以降の直近の米州貿易秩序の再編構造について検討し，第三にブラジル
の「進歩的な」経済開発戦略に対して批判的なペトラスの論考を紹介してきた。最後に
「南」の側の地域主義プロジェクトとして，米州地域で（包括的とは言えないが）部分的
な協定が多層的に展開されている現状に若干，触れたい。
代表例の一つは南米共同体（CSN: la Comunidad Sudamericana de Naciones）である。
これは2000年ブラジルで第１回南米サミットが開催され，共同体構想（「ブラジリア宣言」）
が発表されたことに起源を持つ。その後，2002年のエクアドルでのサミット，2004年の第
３回サミット（クスコ）の「クスコ宣言」を経て，南米共同体が創設された。その理念は
政治社会，文化，経済・金融制度，インフラなどの南米諸地域の統合強化にあった。そし
て，統合空間内での多民族，多文化，複数言語を承認することであった。2006年には「コ
チャバンバ宣言」が採択された。具体的な内容は，①政治・外交の政策調和・一体化，②
Mercosur など既存の地域的分業枠組みを基盤として，統合水準を深化，③財政・エネル
ギー・通信インフラの統合，④地域間格差（都市部と地方）の是正，⑤技術移転や科学・
教育・文化面での水平的協力，⑥市民社会と企業の相互関係の確立，などがあげられる（55）。
その後，同機構は2007年に南米諸国連合（UNASUR）へと改組され統合深化が図られ
（53） 原田金一郎『周辺資本主義論序説』藤原書店，1997年，170～171ページ。
（54） 寺本光朗「新植民地主義否定論に関する若干の考察」柴田政利編『現代資本主義と世界経済』学文社，1995
年，288ページ。
（55） Carlos. Nahuely Susana Durán, Comunidad Sudamericana de Naciones: Recreando escenarios de 
integración regional, CEDEX- Universidad de Palermo en Argentina, pp. 3-4.　<http://www. palermo. 
edu/cedex/pdf/articulo_comunidad_sudamericana_de_naciones. pdf#search='CSN+comunidad+sudameri
ca'>. （2014年１月閲覧）。
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るようになり，2008年に南米諸国連合設立条約（tratado constitutivo de la Unión de 
Naciones Suramericanas）」が締結された（2011年発効）。その目標は，①加盟国の主権と
独立の強化，②社会経済的不平等の根絶，③社会的包摂と市民参加の実現，④民主主義の
強化，南米の文化・社会・経済・政治統合の構築，が掲げられている（56）。加えて，南米防
衛審議会（CSAD: Consejo Sudamericano de Defensa）が組織され，同議会の第３条にお
いて内政不干渉，領土の不可侵，民主主義制度と人権の尊重，紛争の平和的解決，軍事面
での合意や対話の強化，が内容として盛り込まれた（57）。
また，代替的な社会的諸秩序構築の方向へ向かう可能性も模索されている。FTAA や
米国との二国間 FTA（自由貿易）の潮流とはもちろんのこと，Mercosur を基盤とした
地域主義とも，別の潮流である。この線上にいるのがベネズエラを中心とした社会経済変
革過程であり，その対外関係における現象形態が ALBA である（加盟国は11ヶ国）。まだ
その行く末を見通すことはできないが，同機構は従来型の地域的経済統合とは異なり，加
盟国相互の連帯・協力・補完関係が強調され，国民のために域内エネルギーを合理的に利
用することや国民生活・福祉の充実が主目的として謳われている（58）。
また，地域共通決済システム（SUCRE: Sistema Unitario de Compensación Regional）
も構築された。そもそも SUCRE に至る背景は，米州地域における国際金融機関（IFIs）
の覇権に対抗する試みである「南の銀行（Banco del Sur）」の設立にまで遡る。同銀行は
チャベス，キルチネル両大統領との間で2007年２月に合意された。その後すぐ，エクアド
ル，ボリビア，ウルグアイ，ブラジル，パラグアイが賛同した。同銀行は結果的にどのよ
うな形態の金融アーキテクチャを創設すべきかについての重要な議論を掘り起こすことに
なった。そして，ベネズエラとエクアドルはブレトン・ウッズ体制を超克するような進歩
的な種々の機構を構想し始めた。
その中でエクアドル政府は，①開発銀行，②「南の基金（Fondo del Sur）」と呼ばれる
地域的信用基金，③共通通貨発行までを射程に入れた通貨統合を基盤として，新しい金融
アーキテクチャを創出することを提案した（59）。その後，ALBA 発足によって，2008年に実
際に ALBA 開発銀行が設立し，SUCRE が誕生した。SUCRE は域内貿易において，決済
通貨 US ドル依存からの脱却を目指している。2009年10月には米国と距離を置くボリビア，
キューバ，エクアドル，ホンジュラス，ニカラグア，ベネズエラ政府によって，地域通貨
会 議（Consejo Monetario Regional） や 域 内 貿 易 収 斂・ 外 貨 準 備 基 金（Fondo de 
Reservas y Convergencia Comercial）も整備されている（60）。
しかしながら，ALBA の中心国ベネズエラ経済それ自体は，基幹産業の石油産業を国
（56） 外務省 HP. <http://www. mofa. go. jp/mofaj/area/latinamerica/kikan/unasur/gaiyo. html>. （2014年１月
閲覧）。
（57） José Briceño, “Unión de Naciones del Sur: El proceso político del su creación y sus resultados”, en Alfred 
Guerra Borges ed., Panorama actual de la integración latinoamericana y caribeña, UANM-IIE, 2012, 
p. 40. 
（58） ALBA HP. <http://www. alinazabolivariana. org/>. （2014年１月閲覧）。
（59） A. Rosales and M. Cerezal, “The SUCRE and the ALBA-TCP monetary union: responses from the South 
to the global crisis”, T. Muhr ed., Counter-Globalization and Socialism in the 21st century, Routledge, 
2013, pp. 140-141. 
（60） Ibid., p. 142.
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有化したものの，銀行，農業，商業・貿易では民間部門が依然として優勢な混合型経済で
ある（61）。富裕層課税の一大強化は実現できず，「21世紀社会主義」のスローガン下でも社
会的不平等は払拭できていない（石油関連事業の官僚の腐敗・特権化）（62）。対外投資関係
では中国，ロシア，イラン，EU 多国籍諸企業の進出と新規合弁事業が増大しており，米
国多国籍企業の役割低下の一方，鉱業と石油精製分野では外国資本流入は増加してさえい
る。そのうえ貿易関係では，相変わらず単一商品輸出＝石油（全体比70％）に依存し，ま
た単一市場＝米国へ過度に依存している（63）。
それだけに，これら「南」の側の地域主義プロジェクトを見る上で米国とどのような関
係でそれが展開されているのかという視座が重要であるといえる。EU の西半球版と位置
づけられる UNASUR の加盟12ヶ国（アルゼンチン，ボリビア，ブラジル，チリ，コロン
ビア，エクアドル，ガイアナ，パラグアイ，ペルー，スリナム，ウルグアイ，ベネズエラ）に
おいても米国と共同歩調をとる国家と対米自主路線をとる国家が参加＝内部分裂している。
また，アンデス共同体でも2006年のベネズエラ脱退表明に象徴されるように，関税同盟
の適用までには大きな困難を抱えており，かつ米国との連携戦略においても各国政府で立
場の相違が発生している。
加えて，米国は現在，APEC 域内の関税・非関税障壁の撤廃とアジア太平洋自由貿易
圏（FTAAP）創設の突破口として，TPP を重視するに至っている。FTAA 構想の頓挫
を余儀なくされた米国は，今まさに NAFTA の姿に似せて FTAAP を創設すること，親
米経済圏を北米のみならずアジア太平洋地域へと拡大することに照準を当てている。TPP
はその先鞭である。そして，米州地域からも米国・カナダ以外の親米的国家メキシコ，ペ
ルー，チリが TPP 交渉に参加している。前出の太平洋同盟（AP）も新自由主義志向の親
米的地域貿易ブロックである。ゆえに米国および新自由主義プロジェクトへの防衛的，あ
るいは対抗的な様々な米州域内の連帯運動＝米州貿易秩序の再編の試みは，大きく揺さぶ
られている。
であるならば，この秩序再編の試みが現行の国際貿易（論）に提起する当面の理論的課
題は，若干ながら以下にまとめられよう。第一に，UNASUR などの「南」の地域主義＝
新たな貿易システムの興隆が，米州の地政的パワーバランスおよび米国覇権の変容に対し
て，今後どの程度の影響力を持ち得るのかどうかである。ウォーラーステイン（I. 
Wallerstein）は「近代国家は完全に自律的な政治体などでは決してな
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
」く
4
，「インタース
テート・システム（inter-state-system）」の構成因として発展したと論じ，同システムを
「諸国家がそれに沿って動かざるをえない一連のルール」としている（傍点，引用者）（64）。
そのため，「南」の地域主義の新潮流は同ルール・秩序（＝インターステート・システム）
の新たな局面を，あるいは国際政治権力システムの一定の修正を，招来させるものかどう
かが問われる。
第二に，現行の「階層化」された国際貿易を修正し，資本主義の不均等発展法則を修正
（61） The Official James Petras web site, Latin America’s Twenty-century Socialism in historical perspective, 
2010. < http://petras. lahaine. org/?p=1823 >.（2014年１月閲覧）。
（62） Ibid.
（63） Ibid.
（64） ウォーラーステイン（川北稔訳）『史的システムとしての資本主義』岩波書店，1997年，69～70ページ。
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することが果たして可能なのかどうかである。前出のウォーラーステインの表現を借りる
と「世界経済における分業の相互補完性は，不平等を伴いながら進歩」するゆえ，「世界
システムは生産諸部門の配置にしたがって差異化されていく一つの実体」であり，これを
「階層化（stratification）のシステム」と捉えている（65）。したがって，階層的な国際間の，
とりわけ先進国と途上国間の商品取引を通じて実現される社会的平均的労働の不平等な交
換が，「南」の地域的経済統合や共同市場の構築運動によって是正され弱められるかどう
か（あるいは，弱められないのか），また，生産諸部門の配置それ自体が変容を受けるか
どうか（あるいは，受けないのか），もし受けるとすればそれはどのような形態で現出す
るのか，が問われる。
第三に，前述したような「生産の地理的配置の再編」（D. ハーヴェイ）が，「南」の地
域的分業の組織化とどのように関係するかである。すなわち地域的工程間分業の展開と深
化による資本蓄積パターンの変化とその具体的な形態の分析が問われる。この点に関して
は，かつてマーシャル（A. Marshal）によって，収穫逓増法則（規模の経済性）と特定地
域への特定産業の集積を通じた外部経済性という枠組みで論じられてきたし（66），また，近
年でもクルーグマン（P. Krugman）によって経済地理学的アプローチを通じた「新しい
貿易理論」の中で議論が深められてきた（67）。前出のハーヴェイもこの問題に関して，「空
間をまたいだ交換関係から必然的に生じる『不均衡』に乗じることで資本は蓄積される。
（…）さらに重要なのは，富や権力自体が不均衡な交換関係のゆえに特定の場所に集中し
4 4 4 4 4 4 4 4 4
て存在する
4 4 4 4 4
こと」（68），だとの認識を示している（傍点，引用者）。
その上でハーヴェイは，それぞれ特徴を有する地域経済ブロック相互の「生産の地理的
配置の再編」を伴った分業・貿易と競争を通じた資本蓄積過程によって，必然的に生み出
される「一定の論理を持った領土的権力──『地域性』──」（69）という政治経済学的観点
から，次のような指摘をしている。
少し長くなるが引用すると，「地域の集団にとって益となるものを生産し維持するため
には，何らかの統治の仕組みが必要であり，できればそれも公式の管理システムであるこ
とが望ましい。こうして地域内に支配階級と覇権的な階級との同盟関係が生まれ，その政
治・経済活動に特色を付与する。支配者たちは公共の福祉に関心を持たざるをえず，とき
に公衆にも利益を分け与えることを余儀なくされる。物理的・社会的なインフラの形成は，
経済活動を支えるだけでなく，文化や教育面での価値や市民生活全般にわたる福利厚生を
保障するためであり，それによってある一貫した特色を持った地域がグローバル経済のな
かで立ち現われてくるのだ。貿易や競争のパターンや基幹産業への特化と集中，特定のテ
クノロジーの強調や特異な労使関係などが，こうした地域を特色のある経済領域として，
さまざまな地理的発展のパターンが混在するグローバルな全体のなかに位置づける。つま
り，地域内部の力関係と外部との関係において実際に何が起きるかは，統治をめぐる階級
（65） ウォーラーステイン編（原田太津男ほか訳）『ワールド・エコノミー』藤原書店，1991年，42～42ページ。
（66） アルフレッド・マーシャル（馬場啓之助訳）『経済学原理Ⅱ』東洋経済新報社，1966年，250～262，310～
319ページ。
（67） Krugman, Paul, Geography and Trade, Leuven University press and the MIT press, 1991.
（68） デヴィット・ハーヴェイ（本橋哲也訳）『ニュー・インペリアリズム』青木書店，2005年，34ページ。
（69） 同上書，106ページ。
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相互の同盟や階級構造に依存する」（70）（下線，引用者）。
このハーヴェイの議論は，米州地域的分業の組織化＝地域主義プロジェクトといった今
日的な国際貿易（論）分析に当たって，分析視角をどう設定するかに関わる問題といえる。
換言すれば，米国との連携・協力・統合を目指す資本蓄積であれ，「南」の側独自の形態
を目指す資本蓄積であれ，国内的およびトランスナショナル的同盟を含む階級論的視点を
基軸に据えた政治経済学的接近が重要であることを提起しているといえる。
［本研究は，千葉商科大学学術研究助成金（平成23年度）で研究した成果である。］
（70） 同上書，105～106ページ。
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〔抄　録〕
本稿は，米州地域的分業の組織化に焦点を当てて，各々の機構への評価と位置づけを巡
る論点を提起した。第一に米州独自の地域的分業論理とその歴史を概観し，第二にその形
態が「開かれた」地域主義へと変化した要因を示し，第三に米州の主な諸機構の特徴を考
察した。そこでは，⑴ NAFTA は米国多国籍企業の投資空間をリージョナル規模に拡大
する新自由主義的地域主義であり，投資分野以外にも知的財産権やアグリビジネス，金
融・保険サービスなど米国の比較優位産業が包含されている点，⑵ Mercosur は開発主
義・市場志向型と社会政策の両面を同時追求するという混成的ハイブリッド型で，かつ機
構内における政治力学や経済権力の非対称性によって協調関係の揺らぎの可能性が構造化
されている点を指摘した。第四に米州貿易秩序の再編構造＝多元的潮流を検討した。それ
を，⑴ ALBA，⑵ Mercosur と UNASUR，⑶ NAFTA，FTAA および米国との二国間
FTA，の三潮流に分類し，それぞれの特徴を析出した。第五に Mercosur の域内大国ブ
ラジルの経済開発戦略に関する先行研究を整理し，ルーラ前政権は同国政治を脱急進化
し，自由市場・自由貿易・国家主導の巨大ビジネス推進を経済政策の根幹に据える合意形
成を図った点を強調した。そして同戦略をブラジルが継続した場合，Mercosur が今後，
域内経済発展のために代替的な社会関係秩序を構築する方向へ進む可能性は未知数である
点を示唆した。最後に米州貿易秩序の再編が現行の国際貿易（論）に提起する理論的課題
をまとめ，一つの分析視角として政治経済学的アプローチの重要性を指摘した。
